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は じ め に 

 

管内の乳房炎依頼検査に関して、小林らは平

成 19 年４月～平成 24 年 10 月までに計 122 農

場、3,563 検体、年間平均で 630 検体の依頼が

あったと報告している[1]。今回、我々は平成

27 年４月～令和３年４月の期間で調査を実施

したところ、計 93農場、3,051 検体、年間平均

で 508検体の依頼があった。また、管内の全酪

農家に対する乳房炎検査依頼のあった農家割

合は小林らの調査期間では 74.8％であったが、

本調査期間では 94.8%であった。 

今回は小林らの結果と比較しながら、乳房炎

における分離菌の状況と薬剤耐性動向を調査

した。 

 

材 料 と 方 法 

 

材料は平成 27 年４月～令和３年４月の期間

に依頼のあった 3,501検体の乳汁とした。調査

内容は全体動向における①菌種別分離状況、②

月別分離割合、③薬剤耐性について検討した。

同様に、依頼件数の多い 10 農場に関して、④

菌種別分離状況、⑤聞き取り調査、⑥薬剤耐性

を検討した。 

細菌検査は血液寒天培地、マンニット食塩寒

天培地、X-SA 寒天培地、DHL 寒天培地、改良型

エドワード培地、サブロー寒天培地にそれぞれ

乳汁 25μL を塗布し、18～48 時間 37℃5%炭酸

ガス培養した。分離された細菌は選択培地にお

ける発育状況を参考に家畜共済における臨床

病理検査要綱に従って同定した[2]。 

薬剤感受性試験はディスク拡散法にて黄色

ブドウ球菌（SA）、コアグラーゼ陰性ブドウ球

菌（CNS）、レンサ球菌（Str）、大腸菌（E.coli）

に対し、表 1に示した通り実施した。 

 

表 1 薬剤感受性試験 使用ディスク 

 

 

全 体 動 向 

 

① 菌種別分離状況 

検査を実施した 3,051検体のうち 2,811検体

（92.1%）から合計 3,897 株が分離された。分

離された菌は Strが最も多く 1,144株（29.4%）、

次いで CNS908 株（23.3%）、SA816 株（20.9%）、

E.coli458株(11.8%)、Trueperella pyogenes136

株（3.5%）、Klebsiella（Kleb）属 119株（3.1%）、

Corynebacterium 属 77 株（2.0%）、酵母様真菌

77 株（2.0%）、その他 162 株（4.2%）であった

（表２）。分離株の割合は年次により大きな変

動 は 認 め ら れ な か っ た が 、 Trueperella 

pyogenesやCorynebacterium属が小林らの調査



期間と比較して、多く分離されるようになった。

また、最も多く分離される菌種が CNS から Str

になり、大腸菌群（CO）は減少、SAは増加して

いた（図１）。  

 年度別分離割合の推移では、Str はどの年度

でも最も多く分離された。また、CNSは平成 29

年にかけて減少していたが、その後に増加に転

じた。SAは平成29年にかけて増加していたが、

その後減少に転じた、E.coli に関しては平成

30年から急激な増加傾向が認められた（図２）。 

 

表２ 全検体の細菌分離結果 

 

 

 

 

図１ 菌種別分離割合 

 

 
図２ 年度別分離割合 

② 月別分離割合 

月別分離割合に関して、Str では夏期に減少

傾向であり、最高で 34.3%（12月）、最低で 21.6%

（７月）だった。CNS では夏期に増加傾向であ

り、最高で 28.0%（８月）、最低で 16.6%（４月）

だった。SAでは夏期に減少傾向であり、最高で

30.3%（３月）、最低で 16.3%（８月）だった。

E.coli では夏期に増加傾向であり、最高で

18.6%（７月）、最低で 7.3%（２月）だった（図

３,４,５,６）。 

 

 
図３ Strにおける月別分離割合 

 

 

 
図４ CNSにおける月別分離割合 

 

 

 
図５ SAにおける月別分離割合 



 

 
図６ E.coliにおける月別分離割合 

 

③ 薬剤耐性 

薬剤耐性に関して、Str、CNS、SA、E.coliの

４菌種に対して、耐性率（R=Resist）＝（耐性

株の数）/（検査株数）×100 で求めた。また、

同様に中間耐性率（I=Intermediate）及び感受

性率（S=Susceptible）も算出した。 

 Str に関して、ペニシリン、アンピシリン、

エリスロマイシン及びオキシテトラサイクリ

ンについてはどの年度も一定の耐性率が認め

られた。また、ネオマイシンでは非常に高い耐

性率が認められた（図７,８,９,10,11）。 

 

図７ Strにおけるペニシリン耐性 

 

図８ Strにおけるアンピシリン耐性 

 

図９ Strにおけるエリスロマイシン耐性 

 

図 10 Strにおけるオキシテトラサイクリン耐性 

 

図 11 Strにおけるネオマイシン耐性 

 

 CNS に関して、ペニシリン及びアンピシリン

では約 40～60％という高い耐性率だったが、セ

ファゾリンでは低い耐性率であった。また、ネ

オマイシン、カナマイシンの耐性率及び中間耐

性率は減少傾向であり、エリスロマイシンも減

少傾向だが耐性率及び中間耐性率が依然高く

認められた。オキシテトラサイクリンに関して

はどの年度も 10%程度の耐性率であった（図

12,13,14,15,16,17,18）。 

 



 

図 12 CNSにおけるペニシリン耐性 

 

図 13 CNSにおけるアンピシリン耐性 

 

図 14 CNSにおけるセファゾリン耐性 

 

図 15 CNSにおけるネオマイシン耐性 

 

 

 

図 16 CNSにおけるカナマイシン耐性 

 

図 17 CNSにおけるエリスロマイシン耐性 

 

図 18 CNSにおけるオキシテトラサイクリン耐性 

 

 SAに関して、ペニシリン及びアンピシリンの

耐性率は減少傾向にあり、セファゾリンでは耐

性率は非常に低く認められた。ネオマイシン、

エリスロマイシンも耐性率は減少傾向であっ

たが、中間耐性率が高い状況であった。カナマ

イシンに関しては、耐性率及び中間耐性率の減

少が認められた。オキシテトラサイクリンはど

の年度も低い耐性率で推移していた（図

19,20,21,22,23,24,25）。 



 

図 19 SAにおけるペニシリン耐性 

 

図 20 SAにおけるアンピシリン耐性 

 

図 21 SAにおけるセファゾリン耐性 

 

図 22 SAにおけるネオマイシン耐性 

 

 

 

図 23 SAにおけるカナマイシン耐性 

 

図 24 SAにおけるエリスロマイシン耐性 

 

図 25 SAにおけるオキシテトラサイクリン耐性 

 

 E.coliに関してはアンピシリン、セフロキシ

ム、ストレプトマイシンでの耐性率が減少傾向

であった。しかし、セファゾリンにおける耐性

率は平成 29年から減少しているにも関わらず、

中間耐性率が平成 31 年より上昇しており、結

果として感受性率が減少していた。同様にネオ

マイシンに関してもセファゾリンと同様の傾

向が認められた。また、カナマイシン、オキシ

テトラサイクリン、エンロフロキサシンでは耐

性 率 の 減 少 が 認 め ら れ た （ 図

26,27,28,29,30,31,32,33）。 



 

図 26 E.coliにおけるアンピシリン耐性 

 

図 27 E.coliにおけるセファゾリン耐性 

 

図 28 E.coliにおけるセフロキシム耐性 

 

図 29 E.coliにおけるストレプトマイシン耐性 

 

 

 

図 30 E.coliにおけるネオマイシン耐性 

 

図 31 E.coliにおけるカナマイシン耐性 

 

図 32 E.coliにおけるオキシテトラサイクリン耐性 

 

図 33 E.coliにおけるエンロフロキサシン耐性 

 

 



依 頼 件 数 の 多 い 10 農 場 

 

① 菌種別分離状況 

依頼件数の多い 10 農場の細菌分離結果を表

３に示した。10 農場の検体数の合計は 1,552 検

体であった。10農場の細菌分離状況は、Str が

最も多く 629 株、次いで CNS454 株、SA411 株、

E.coli195 株、Kleb49 株、酵母様真菌 33 株、

その他 168株となり合計 1,939株が分離された。  

また、上位３農場 A～Cでは SAが最も多く分

離され、その他の農場では H農場を除き Str が

最も多く分離された。H 農場では E.coli 及び

Kleb が最も多く分離された（図 34）。 

１検体あたりに分離される株数の割合＝（分

離株数）/（検査検体数）×100で算出した。各

農場の比較では最大が F 農場で 1.61 に対し、

最少は H 農場で 1.02、平均 1.24 となり混合感

染に関しても大きな差が認められた。 

 

表３ 10農場の細菌分離結果 

 

 

 

 

図 34 10農場の菌種別分離状況 

 

 

② 聞き取り調査 

依頼件数の多い 10農場のうち一部の農場

について診療獣医師からの聞き取り調査を

実施した（表４）。搾乳頭数は 25～70 頭で

いずれも繋ぎ飼いであった。また、１年あ

たりの搾乳頭数に対する依頼検体数の割合

＝（依頼検体数）/（搾乳頭数）×100 で算

出した。その結果、A及び D農場が他農場と

比較し２倍ほどあり、乳房炎を繰り返して

いる可能性が示唆された。 

また、SAが多く分離される A 及び C農場

では乳量確保のため、SA 罹患牛を廃用にで

きず治療を繰り返しており、Strが多く分離

される D、E及び F農場では軽症でも検査依

頼をする傾向にあった。H農場では生のおが

粉を使用していた。  

 このように搾乳頭数や飼養形態は分離菌

状況に対して関連性は低かったが、診療獣

医師による聞き取り内容による治療方針は

分離菌状況と関連性が高かった。 

 

表４ 聞き取り調査 

 

 

 

③ 薬剤耐性 

表４の農場のうち、Str が顕著に分離されて

いる D、E 及び F 農場に関して Str に対する薬

剤耐性を調査した。その結果、D 農場のアンピ

シリンに対する薬剤耐性以外、どの農場でも全

ての薬剤に一定の耐性を保有していることが

確認された（図 35,36,37）。 



 

図 35 D農場の Strにおける薬剤耐性 

 

図 36 E農場の Strにおける薬剤耐性 

 

図 37 F農場の Strにおける薬剤耐性 

 

また、各農場において E.coli に対するそれ

ぞれの薬剤耐性を調査した。アンピシリンに関

して、耐性率は約 10～66%であった。セファゾ

リン、ストレプトマイシン、ネオマイシン及び

カナマイシンに関しては中間耐性率が高く、多

くの農場で感受性率が低かった。オキシテトラ

サイクリンに関しては農場ごとの差が大きく、

エンロフロキサシンでは耐性率は低かったが、

20%程度の中間耐性率がある農場も多く認めら

れた（図 38,39,40,41,42,43,44,45）。  

 

 

図 38 10農場の E.coliにおけるアンピシリン耐性 

 

図 39 10農場の E.coliにおけるセファゾリン耐性 

 

図 40 10農場の E.coliにおけるセフロキシム耐性 

 

図 41 10農場の E.coliにおけるストレプトマイシン 

耐性 

 



 

図 42 10農場の E.coliにおけるネオマイシン耐性 

 

図 43 10農場の E.coliにおけるカナマイシン耐性 

 

図 44 10農場の E.coliにおけるオキシテトラ 

サイクリン耐性 

 

図 45 10農場の E.coliにおけるエンロフロキサシン 

耐性 

考 察 

 

小林らの調査期間と比較し、本調査では多く

の違いが認められた。Str では本調査では最多

の分離割合であり、耐性菌も一定数認められた。

CNS の分離菌数は増加傾向だが、一部の薬剤で

耐性菌は減少傾向であった。SAの分離菌数は減

少傾向であり、薬剤耐性菌も減少傾向であった。

E.coli は急激に分離菌が増加していることに

加え、一部の薬剤では耐性率が減少しているに

も関わらず、中間耐性率が増加していた。

E.coli における中間耐性率の増加は過去にデ

ータがなく、これからの動向を今後も注視して

いく必要があると思われた。加えて、農場ごと

の菌株の耐性遺伝子解析などが課題と思われ

た。 

通常であれば個別の検査結果だけを診療獣

医師に返却するが、このように全体集計では過

去の検査結果とは異なる傾向も多くみられる

ことから、定期的な集計及び分析が重要である

と思われた。また、数値化やグラフ化を行うこ

とでその地域の実情に即したデータに基づい

た乳房炎対策が可能であると考えられた。これ

らのデータを診療獣医師や畜産農家と共有す

ることで、畜産農家の乳房炎に対する衛生指導

にも寄与することができ、酪農の生産性にも貢

献できると考えられる。 

今後の検討課題として、継続したデータ集計

や分析を行うために家畜保健衛生所として確

立したデータ集計や分析の手法を確立する必

要があると思われる。衛生指導や乳房炎対策は

継続がすることが第一であり、それらの基礎と

なるデータ集計を複数の家畜保健衛生所職員

が行えるようにならなければいけないと考え

る。 

 

引用文献 

[1] 小林ら：乳房炎の依頼検査と現状の課題 

長野県畜産技術研究発表会(2012) 

[2] 全国農業共済協会：家畜共済における臨

床病理検査要領,p.191-222(2005) 

 


